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公害等調整委員会の手続のウェブ会議方式による実施の手引 

令和５年３月 公害等調整委員会事務局 

 

０．はじめに 

 この手引は、公害等調整委員会の行う手続において映像と音声の送受信により相手の

状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法（以下「ウェブ会議方式」という。）

により手続を行う場合の実施手順及び留意事項を解説するものです。 

 
１．対象手続 

 委員会等（公害等調整委員会又はあっせん委員、調停委員会、仲裁委員会若しくは裁定

委員会をいう。以下同じ。）は調停期日、進行協議期日等を行う場合において、担当職員

は進行協議期日、当事者ヒアリング等を行う場合において、それぞれ当事者が遠隔の地に

居住しているときその他相当と認めるときは、ウェブ会議方式により手続を行うことが

できます。 
 

２．意向確認 

 ウェブ会議方式により手続を行う場合は、１．の手続をウェブ会議方式により行う意向

があるかを、期日等の調整に際して担当職員から確認します。ウェブ会議方式により手続

を行う意向が確認できた場合は、担当職員から、ウェブ会議への参加情報及び留意事項

（別紙）を送付します。 

 

３．実施 

 ウェブ会議方式により手続を行う場合は、手続の適切な実施のため、別紙に記載されて

いる事項を遵守して下さい。 
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別紙： 

 

(1) 通話者の確認及び通話環境の確認 

○ 通話者が本人又はその代理人であることを確認してください。 

○ ウェブ会議方式により手続を実施する場合は、次に掲げる事項その他の通話先の所在

する場所の状況が、手続を実施するために適切なものであることを確保してください。 

・委員会等又は担当職員から立ち会いの了解を得ていない第三者が立ち会っていない

こと。 

・非公開性や静ひつさが確保されていること。 

○ また、通話者と委員会等又は担当職員との間で映像と音声の送受信ができることを確

認してください。 

○ 期日においては、通話先の所在する場所は日本国内に限ります。 

 

(2) ウェブ会議方式による手続の実施中の留意事項 

○ 許可を受けないで撮影（ウェブ会議の画面のスクリーンショットの撮影を含む。）、録音、

録画及び放送をすることは禁止します。 

○ ウェブ会議方式による手続の実施中に通話環境が確保されていないこと又は禁止事項

が遵守されていないことを把握した場合は、ウェブ会議方式による手続を中止される場

合があります。 

○ 回線障害等により映像と音声の送受信ができなくなった場合は、ウェブ会議方式によ

る手続を一時停止し、又は中止します。 
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